
市町村が取り組むべき

営農型太陽光発電の姿に向けた

基本計画の策定について

神奈川県小田原市 農林業振興担当部長 青木 一実

2026年９月７日 一般社団法人プラチナ構想ネットワーク プラチナシンポジウム 農業とエネルギーの未来をひらく



１ 小田原市の概要

面積

113.60 km²
令和８年全国都道府県市区町村別面積調より

人口

184,934人
令和７年国勢調査結果速報より

農業の姿（2025年農林業センサス等）

区分 数値 備考

農家戸数 1,433 戸 販売農家785戸／自給的648戸

経営耕地面積 789ha 田217ha ／畑180ha ／樹園地392ha

耕作放棄地 178 ha 市及び農業委員会の調査による

農家人口の割合 0.99 % 総人口184,934 人・農家人口 1,835 人

小田原は、農地が市民生活や地域経済と隣接しているため、農業とエネルギーの取組を地域政策として考えやすい。

出典：農家戸数・経営耕地面積・耕作放棄地・農家人口＝2025年農林業センサスおよび市・農業委員会調査／面積＝令和８年全国都道府県市区町村別面積調（４月１日時点） ／人口＝令和７年国勢調査結果

速報



2 第７次総合計画（おだわら協創プラン）に、営農型太陽光発電を明記

将来都市像

まちづくりの理念

まちづくりの

目標

施策

（全30施策）

詳細施策

（本文に明記）

将来都市像「誰もが笑顔で暮らせる、愛すべきふるさと小田原」 ／ まちづくりの理念「地域自給圏」

環境・エネルギーの軸

自然環境の恵みがあふれる小田原

農業・経済の軸

地域経済が好循環し、多彩な資源が花開く小田原

施策11 脱炭素 施策17 農林業

詳細施策1102 省エネルギー推進と

再生可能エネルギーの地産地消

「農業を重視し、自然環境や生物多様性に配慮した営農型

太陽光発電（ソーラーシェアリング）を促進します。」

詳細施策1702 農業生産基盤の整備・保全

「気候変動や耕作放棄地の拡大、食料確保とエネルギーの

利用など（中略）それを解消する手段の一つとして、適し

た場所に設置する営農型太陽光発電について検討していき

ます。」

出典：第7次小田原市総合計画「おだわら協創プラン」第1期実行計画（令和8年度〜令和10年度）



3 市内の実績は15箇所、地域に根付いた実践者が存在する

市内の農地転用許可実績

15 箇所
令和８年３月末時点

小規模・分散型

全て低圧規模で市内各地に分散。

災害時等にフレキシブルに対応が可能。

耕作放棄地の再生

耕作放棄地を活用。

再生した上で営農と発電を両立

脱炭素等の各種賞を受賞

●ソーラーウィーク大賞2024優秀賞

●第１回かながわ脱炭素大賞

市内の営農型太陽光発電の主な担い手

合同会社 小田原かなごてファーム
市内最多の５箇所で実践

※小田原市桑原ソーラーシェアリング（２号機）合同会社 小田原かなごてファーム ホームページより ※小泉純一郎氏による視察の様子 合同会社 小田原かなごてファーム ホームページより

数々のエネルギーの地産地消の取組を推進

●横浜商科大学の自然エネルギー100%での
大学経営の電力供給元として貢献。

●自治体の電力の地産地消の取組を推進
〇小田原市：「電力地産地消プラットフォーム」

〇開成町：「カーボンフリープラン」

作付面積：8,349.24㎡

発電量：605.90 kw



5 市が掲げる5つの考え方

1 農業ファースト 農業を行うための発電

2 農業の持続可能性向上 農業継続が困難になりつつある農家の副収入

3 遊休農地の活用 雑草、有害鳥獣、不法投棄等への対応

4 周辺環境・生物多様性への配慮 化学肥料・化学農薬の使用抑制等

5 エネルギー地産地消 需給バランスの向上、出力制御の抑制

農業の持続可能性及び多面的価値を重視。単収ありきではない。



6 国が求める望ましい営農型太陽光発電の考え方

国が営農型太陽光発電のあるべき姿を明確化し、地方公共団体等がそれに沿って適否を判断できるようにすることで、
営農型太陽光発電の適正化を図る

営農型太陽光発電の基本理念

適切な営農の継続を大前提として、特例的に農地一時転用を認めるものであること
（規定の収量減少のおそれがなく、発電設備は簡易な構造で容易に撤去できるものであること）

将来にわたって、農地の食料生産基盤としての機能が維持され、食料安全保障の確保に資する取組であること

農業者の所得向上や経営発展に資する取組であること

地域と共生し、地域活性化に資する取組であること

国の基準は「最低限の共通の方針」。地域にとって望ましい事業かどうかは、市町村が基本計画に沿って判断すべき。

出典：営農型太陽光発電の基本理念：農林水産省「望ましい営農型太陽光発電に関する検討会」資料より



７ 市町村基本計画は、国の基準に市の考え方を重ね、地域に沿ったものを判断する基準

市町村基本計画に記載したい考え方（案）

国が求める基準

大前提：農業ファースト（農業を行うための発電）

●営農に関すること

・地域計画への位置づけ

・栽培品目について50万円以上の生産・販売実績

・地域で栽培され、販売ルートが確立されている品目

・毎年収穫可能な品目であること

●発電設備に関すること

・遮光率が30%未満であること

・機械作業に支障がないものであること

（最低地上高３ｍ以上、支柱間隔４ｍ以上）

●地域との共生に関すること

・地域の合意が得られてること

・発電者から営農者に適正な利益還元

・撤去費用の確保が確実であること

・土地改良区や農業経営の施策の妨げに

ならないこと

●作目ごとの考え方

・栽培作物に応じた、遮光率の目安を明記する等

●発電設備に関すること

・地域の圃場に見合った、設備基準を設ける

（大規模な機械作業に適さない農地も多くある）

●営農の取組内容

・耕作放棄地を解消するための取組であるか

・新規就農者等を育成するための取組であるか

●エネルギーの地産地消に関すること

・地域で発生した電力を、地域に還元するなど

・電力地産地消プラットフォームが４月１日から運用開始された



8 営農型太陽光発電の基本計画策定に向けて（まとめ）

1 発電を主目的とし、農業が形式となる事業は認めない。農業ファーストの方針を推進
農業を持続可能なものとし、農地を適切に維持していく施策として考えるべき

2 国の基準を尊重しつつ、地域の実情に沿った基本計画を策定し、良いものは積極的に受け入れていく。
全国一律の基準は、都市的地域には適合が難しい部分がある。望ましい取組については市町村基本計画で受け入れていく。

3 農家の所得向上、農地の維持、エネルギーの地産地消に寄与するものであれば、前向きに取組を支援していく。

大前提は、農業ファーストである。

発電事業を優先するのではなく、農業に真剣に取り組み、営農を継続する意思と実行体制を有する事業者

による営農型太陽光発電であれば、地域農業の振興に資する取組として受け入れていきたい。

一定の国の基準は遵守しながら、作目・取組において市の独自の考え方を示していく。
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